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NTTグループの環境エネルギーへの取り組み

は じ め に

北海道胆振東部地震で発生したブ
ラックアウトをはじめ，近年，大規模
自然災害により，大規模な停電が多発
しています（図 １ ）．2019年に上陸し
た台風15号，19号は各地にさまざま
な被害をもたらし，停電が長時間に及
んだことから，日常生活にも大きな影
響を与える結果となっています．その
要因の 1 つとして，暴風に伴う倒木や
飛来物により，電力会社のエネルギー

供給に必要となる送配電設備が損傷
し，断線したことがあげられます．従
来のエネルギー供給システムは，大規
模な発電設備による集中型エネルギー
システムであることから，発電したエ
ネルギーをお客さまに送るための送配
電設備は欠かすことができません．し
かし，送配電設備が損傷すると，エネ
ルギーを利用できない状況に陥ること
になるため，設備損傷の影響を受けず
に，お客さまがエネルギーを利用でき
る環境を構築することが必要となりま

す．この課題に対して，NTTアノー
ドエナジーは，送配電設備に依存せず，
お客さまにエネルギーを供給できる分
散型エネルギーシステムを活用した
バックアップ電源サービスを提供して
いきます（図 ２ ）．ここでいう分散型
エネルギーシステムとは，分散配置さ
れる小規模な発電設備を利用したエネ
ルギー供給システムのことです．分散
型エネルギーシステムを活用したバッ
クアップ電源サービスを普及拡大する
ことで，地域のレジリエンスを向上さ
せることができます．

昨今の環境意識の高まりにより，再
生可能エネルギーは，その普及が進む
ものの発電設備としては自然の影響を
受けることから需給を調整することが
難しく，既存の火力発電や水力発電と
同様にエネルギーを安定供給する主力
電源とみなすには大きな課題がありま
す．その課題を解決する方法として，
バーチャルパワープラント（VPP）
に期待が寄せられています．VPPと
は，発電設備や蓄電池，需要家側設備
をコントロールし，あたかも 1 つの発
電所として機能させる新たなエネル
ギー供給システムのことです（図 ３ ）．
エネルギーの需給調整を可能とするだ

分散型エネルギー バックアップ電源 バーチャルパワープラント

図 1 　大規模災害による停電被害の状況
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ブラックアウトが発生

出典：エネルギー白書2018

関西，中部地方を中心に約240万戸が停電
（復旧時間：約120時間）

中部地方を中心に全国規模で約180万戸が停電
（復旧時間：約70時間）

千葉県内で約90万戸が停電
（復旧時間：約280時間）
関東，中部，東北地方を中心に全国規模で
約50万戸が停電

NTTアノードエナジーの取り組むサービス
近年，大規模自然災害により，大規模な停電が多発しています．その対
策として，NTTアノードエナジーでは，分散型エネルギーシステムを活用
したバックアップ電源サービスを提供しています．欧州では分散型エネル
ギーシステムを集め， １つの仮想的な発電所としての機能を持つバーチャ
ルパワープラント（VPP）を構築する動きが出てきています．日本におい
ても，経済産業省資源エネルギー庁の補助事業である「VPP構築実証事業」
に対して，電力会社をはじめとしたさまざまなプレーヤーが参加しており，
NTTグループでもその一員として実証に参加しています．本稿では，昨今
のエネルギーを取り巻く課題を踏まえ，NTTアノードエナジーが今後取り
組んでいくエネルギーサービスについて紹介します．

新
あ ら い

居  丈
た け し

司 /渡
わたなべ

邉  茂
しげみち

道

宮
みやざき

崎  　悠
ゆ う

/菊
き く ち

地  範
のりあき

晃

井
いのうえ

上  裕
ゆ う こ

子

NTTアノードエナジー



NTT技術ジャーナル　2020.514

NTTグループの環境エネルギーへの取り組み

けではなく，取り扱うエネルギーの容
量を大きくすることで，既存の火力発
電所の代替としても期待できます．既

存の火力発電所の中でも石炭火力発電
所については，1960年代に建設され
たものが多く，2020年代に更改の時

期が到来します．石炭火力は国際的な
非難にさらされていることもあり，石
炭火力発電所を更改していくことは難

図 3 　VPPビジネス事業
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図 2 　バックアップサービスのイメージ
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しくなると想定されています．また，
地球温暖化対策に関する国際的な枠組
みである「パリ協定」で目標として掲
げられた脱炭素化に向け，経済産業省
では2017年に16％であった再生可能
エネルギーの比率を2030年には22～
24％にする目標を掲げています．その
ため，NTTアノードエナジーでは，
再生可能エネルギーの主力電源化に不
可欠なVPPの構築に取り組むことで，
既存のエネルギー供給とは異なる新た
なエネルギー供給の仕組みをつくって
いきます．これにより，再生可能エネ
ルギーの普及を後押しし，環境に配慮
した社会を実現していきます．

バックアップ電源サービス

NTTアノードエナジーでは，地域
のレジリエンス向上を図るため，自治
体等のBCPニーズの高いお客さまに
対して，バックアップ電源サービスを
提供していきます．NTTアノードエ
ナジーが提供するバックアップ電源
サービスには， 2 つの取り組みがあり
ます．

第 1 の取り組みは，レジリエンス強
化が必要な建物に対して，分散型エネ
ルギーシステムを導入していく取り組
みです．分散型エネルギーシステムを
活用することで，災害等で電力会社の
保有する送配電設備が損傷した場合で
も，分散型エネルギーシステムからエ
ネルギーを供給することで，停電を回
避することができます．具体的には，
お客さまの建物の屋根等に太陽光パネ
ルを設置し，太陽光パネルで発電した

エネルギーを自家利用するとともに，
蓄電池を合わせて設置し，余剰のエネ
ルギーを貯蔵しておくことで，発電で
きない時間帯でもエネルギーを利用で
きるようにします．太陽光パネルは屋
根の大きさに依存するため，お客さま
が利用する電気量すべてを賄うことが
できるとは限りません．そのため，不
足する電力量については，電力会社か
ら供給する仕組みを残すことで，必要
な電気量を確保します．バックアップ
電源サービスは，PPA（Power Pur
chase Agreement）モデルという仕組
みを活用します．PPAモデルとは，
発電設備である太陽光パネル等を第三
者に設置してもらう一方で，お客さま
はその電気を購入する契約を締結する
モデルです．そのため，お客さまは発
電設備等の設置にかかわる初期費用の
負担が不要であるとともに，メンテナ
ンスにかかわる費用の負担も不要で
す．発電設備等のコストは，お客さま
に長期で電気を購入いただいた料金で
回収します．お客さまにとっては，電
力会社からのエネルギー供給とお客さ
まの建物に設置した分散型エネルギー
システムからエネルギー供給の 2 つの
ルートを確保する環境が構築できるこ
とから，分散型エネルギーシステムが
バックアップとしての役割を果たし，
エネルギーレジリエンスを向上させる
ことが可能となります．

しかし，課題となるのは分散型エネ
ルギーシステムによるエネルギー供給
コストです．なぜならば，分散型エネ
ルギーシステムによるエネルギー供給

コストが高価であれば，お客さまは電
力会社からのエネルギー供給のみを使
い続ける可能性が高いからです．現状
では，太陽光パネルによる発電コスト
が電力会社からのエネルギー供給コス
トと同等または下回る「グリッドパリ
ティ」は実現されているものの，太陽
光パネルと蓄電池を組み合わせた発電
コストが電力会社からのエネルギー供
給コストと同等または下回る「スト
レージパリティ」には至っていません．
グリッドパリティが実現した理由は，
世界で太陽光パネルの市場が拡大した
ことにより，海外製品を中心にスケー
ルメリットが働き，安価な製品が出て
きたためです．ストレージパリティを
実現するためには，グリッドパリティ
と同様，市場拡大が欠かせません．そ
れによる蓄電池コストのさらなる低廉
化と，周辺装置であるパワーコンディ
ショナー（PCS）の低廉化が必要です．

第 2 の取り組みは，災害等で停電し
ている重要拠点に対して，エネルギー
を運搬する取り組みです．具体的には，
停電している重要拠点に電気自動車

（EV）で駆けつけ，EVに搭載されて
いる蓄電池からエネルギーを供給する
ことで，災害時でもお客さまがエネル
ギーを利用できるようにしていきま
す．しかし，EVが駆けつけても，そ
のままでは重要拠点の建物に直接エネ
ルギーを供給することはできません．
EVから重要拠点にエネルギーを供給
するためにはPCSが必要です．

そこでNTTアノードエナジーでは，
当面は，EVから供給するエネルギー
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をEVと一緒に運搬した可搬型PCSで
受け，給電が必要なお客さまの機器類
をPCSに直接接続する方法により
サービスを提供していきます．将来的
には重要拠点の建物に対してV2X

（Vehicle to Everything）に対応した
EVステーションを設置することでEV
に貯めたエネルギーを建物に直接給電
できるようにしていきたいと考えてい
ます．EVを活用したバックアップ電
源サービスを提供するためには，EV
の普及が必要不可欠です．そこで，
NTTグループではEV100に加盟し，
2030年までに保有する約 1 万台の社
用車をすべてEVに更改する計画を掲
げ，全国で年間約1000台のペースで
導入していく予定です（図 ４ ）．NTT
アノードエナジーでは社用車のEVへ
の更改に合わせ，EVを充電するため
のEVステーションの整備を進めてい
きます．社用車用だけではなく，お客
さまの重要拠点に対してもEVステー

ションの整備を進めていくことで，さ
らなるEVの普及拡大に寄与していき
たいと考えています．

バーチャルパワープラント（VPP）

電気の貯蔵が可能な蓄電池やEVの
普及が見込まれている中，欧州では再
生可能エネルギーと蓄電池をネット
ワークで連携し， 1 つの発電所のよう
に扱うVPPを構築する動きが出てき
ています．VPPでは発電側設備に加
え，需要家側の設備も束ね（アグリ
ゲーション），遠隔 ・ 統合制御するこ
とで，電力の需給バランス調整に活用
することができます．需要家側のコン
トロールが中心ですが，VPPの構築
を見据えたNTTアノードエナジーの
3 つの取り組みについて紹介します．
■VPP構築実証事業への参加

NTTアノードエナジーはNTTファ
シリティーズが参画する，経済産業省
資源エネルギー庁の補助事業である

「VPP構築実証事業」への業務支援を
しています．現在取り組んでいる実証
事業は，市場におけるVPPおよびディ
マンドリスポンス活用を見据え，早稲
田大学からの指令に基づき，アグリ
ゲーションコーディネータと連携し
て，リソースアグリゲータとして需要
家側の空調や蓄電池等設備をコント
ロールし，需要家側の需要を抑制する
ことで，指令で規定された調整電力量

（ΔkW）を提供するというものです．
課題は，遠隔でコントロールできる需
要家側の設備を増やすことと，指令を
受けてから応答するまでの時間を短く
すること，指令されたΔkWを正確に
提供できるよう，需要家側設備のコン
トロール精度を向上させること等があ
げられます．コントロールできる設備
が増えれば，調整力を増すことができ
ます．また，応答時間の短縮化，コン
トロール精度の向上が図れれば，より
細やかな調整が求められる調整力電源
として提供することができます．2021
年度には電力を取引する市場の 1 つと
して需給調整市場が開設されます．
NTTアノードエナジーは，需給調整
市場の開設を見据え，実証事業を通じ
て現在抱えている課題の解決に向けて
取り組んでいきます．
■NTTビルを活用した電気料金削
減施策の検証
NTTアノードエナジーでは，NTT

ビルで使用する電気料金削減を目的に
需要家側の設備を遠隔でコントロール
する取り組みを実施しています．もっ
とも電力使用の多い時間帯の電力使用

図 4 　社用車EV化計画のイメージ

2018年 2020年 2022年 2025年 2030年

ガソリン車

50％EV化

100％EV化

小型・普通自動車をEV化

軽自動車販売開始後にEV化

25％EV化10%EV化
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を抑えることで，電気料金を削減する
ピークカット施策，削減可能な電力消
費を抑制する省エネ施策により電気料
金削減をめざします．具体的な取り組
みとしては，需要家側に設備を遠隔で
コントロールするためのゲートウェイ

（GW）を設置し，電気の使用状況を
監視するとともに，使用量がしきい値
を超える場合には設備をコントロール
し，抑えます．課題はGWの設置コス
ト低減と，コントロールできる設備の
対象を増やします．コントロールでき
る設備が限定される中では，費用対効
果も限定的になります．そのため，今
後普及が見込まれる蓄電池と組み合わ
せ，エネルギーを使用する時間帯を変
更するピークシフトにも取り組むこと
で，費用対効果を高めていくとともに，
コントロール可能となったリソースを
市場に活用することを志向していきた
いと考えています．
■電源Ⅰ́ 厳気象対応調整力提供の
取り組み
NTTアノードエナジーは，一般送

配電事業者に対する電源Ⅰ́ 厳気象対
応調整力の提供に関する取り組みを
行っています．一般送配電事業者は，
猛暑や厳寒等の稀頻度な需給の逼迫時
における需給調整のために必要な調整
力電源を確保する必要があります．電
力会社は，調整力の調達の調達につい
て，多くの電源等への参加機会の公平
性確保，調達コストの透明性 ・ 適切性
の確保の観点から，原則公募により調
達を実施しています．NTTアノード
エナジーでは，電力会社からの指令発

動時にNTTグループ等が保有する常
用発電機設備を活用した需要抑制によ
り電源Ⅰ́ の提供に取り組んでいま
す．電源Ⅰ́ については，稀頻度かつ
3 時間前の発動判断があることから，
需要家側の設備等の稼働計画を調整す
ることで需要抑制（ネガワット提供）
により収益を得ることができ，電力会
社にとっても需要側にとってもメリッ
トのある仕組みです．

NTTアノードエナジーは，上記の
需要家側設備のコントロールの取り組
みに加え，今後は再生可能エネルギー
も需給調整の対象にしていく予定で
す．NTTグループは，全国津々浦々
に多くの通信ビルと蓄電池を保有して
いるとともに，需給調整に必要となる
ICTを保有しています．NTTアノー
ドエナジーは，NTTグループの持つ
リソースや強みを活かし，VPPに必
要となるプラットフォームを構築して
いきたいと考えています．

今後の展開

地域のレジリエンスの向上が要望さ
れている中，既存のエネルギーシステ
ムの脆弱性を補う新たなエネルギーシ
ステムが必要となっており，分散型エ
ネルギーシステムはその解決策の 1 つ
であると考えています．NTTアノー
ドエナジーで取り組むバックアップ電
源サービスは，分散型エネルギーシス
テムの一形態であるため，全国に普及
拡大することで，地域のレジリエンス
の向上に貢献できると考えています．
また，今後さらに再生可能エネルギー

が普及していくためには，安定供給す
るための仕組みが必要であり，VPP
の 構 築 は そ の 解 決 策 の 1 つ で す．
NTTアノードエナジーはVPPのプ
ラットフォームを構築することで，再
生可能エネルギーの普及拡大に貢献し
ていきます．

（上段左から） 新居  丈司/ 渡邉 茂道/
 宮崎  　悠

（下段左から）  菊地  範晃/ 井上  裕子

社会のレジリエンス向上，再エネ促進 ・
環境負荷低減等のエネルギーを取り巻く課
題解決に向けて，分散型エネルギーを活用
した，バックアップ電源サービス，VPPサー
ビス等のサービス開発を進めてまいります．

◆問い合わせ先
NTTアノードエナジー
	 スマートエネルギー事業部
TEL	 03-6738-3211
E-mail　info ntt-ae.co.jp


